
１．事 業 の 目 的 ・ 必 要 性 と 内 容 （ＰＬＡＮ）　※この事業を行う目的・必要性は何か。どのような取組を行っているのか。

２．概算総事業費 （ＤＯ：コスト）　※事業を行うための費用の状況はどうか。コストがどれくらいかかっているのか。

0.00 0.00 0.52 0.52 0.52 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 1.00 1.00 1.00 0.00

0総事業費計（Ａ＋Ｂ） 0 0 46,655 85,039 44,741

人工 0

0

人工 1,986 人工

0 人工 0

人件費（Ｂ） 0 0 5,777 5,789 5,981

人工 0

臨時職員 人工 0 人工 0 1,998 人工 2,075

人工

嘱託職員 人工 0 人工 0 人工 0 人工

人工 3,791 人工 3,791 人工 3,906　　　事業を実施
　　　するために
　　必要な人件費
※人工は小数点第３位を四
捨五入しているため，実際
に人工がかかっていても0で
表示されている場合があ
る。

職　　 員 人工 0 人工 0

一　般　財　源 20,581 56,630 29,576

その他

0

特
定
財
源

国・道 20,297 22,620 9,184

市　債

事　　業　　費　　（Ａ） 0 0 40,878 79,250 38,760

内
　
容

 (1)働く世代の女性支援のためのがん検診未受診者対策緊急支援事業
　平成２７年４月１日時点で，子宮がん検診が２２歳，２７歳，３２歳，３７歳の者，乳がんは４２歳，４７歳，５２歳，５７歳の者（いずれも平成２５年度がん検診推進事業の対象となった者）で，かつ過去
５年度（平成２２～２６年度）に一度も函館市の実施する子宮頸がん，または乳がん検診を受診していない者を対象に，無料クーポン券の送付および受診再勧奨を実施する。（厚生労働省で定める
「平成２７年度　働く世代の女性支援のためのがん検診未受診者対策緊急支援事業実施要綱」に基づき実施。基準額または対象額の１／２補助)
 (2)新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業
　平成２７年４月１日時点で，子宮がん検診が２０歳，２５歳，３０歳，３５歳，４０歳の者，乳がんは４０歳，４５歳，５０歳，５５歳，６０歳の者（いずれも平成２２年度がん検診推進事業の対象となった者
の一部と新規対象者）で，かつ過去５年度（平成２２～２６年度）に一度も函館市の実施する子宮頸がん，または乳がん検診を受診していない者を対象に，無料クーポン券の送付，および受診再勧
奨を実施する。また，新規対象者（子宮頸がん２０歳，乳がん４０歳）者には，併せて検診手帳を交付する。
いずれの事業も，無料クーポン券の有効期間は券の到着から２月２８日までで，検診受診は１人１回のみ。（厚生労働省で定める「平成２７年度　新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業
実施要綱」に基づき実施。基準額または対象額の１／２補助）

（単位：人，千円）

平成24年度決算 平成25年度決算 平成26年度予算 平成26年度決算見込 平成27年度予算 平成28年度予算要求

32-1536
□市条例，規則，要綱等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目
的
・
必
要
性

【目的】

一定の年齢の者にクーポン券を送付して，受診を勧奨するとともに，そのうちの未受診者に受診を再勧奨することで，検診受診の動機付けの向上によるがん検診の受診を促進し，
がんの早期発見につなげ，がんによる死亡者の減少を図る。

【必要性】

がん検診は健康増進法第１９条の２により市町村が実施に努めることとされ，また，がん対策基本法第１３条により地方公共団体が受診率の向上および普及啓発のための施策を
講ずることとされている。事業を実施し，がんの早期発見・早期治療に結びつけることにより，がんによる死亡者数を減少させることができる。多くの市民が検診を受けることで，健
康な生活を送ることにつなげられるため，事業の実施と合わせ受診率の向上を推進していく必要がある。

保健福祉部健康増進課

事業開始年度 平成 26 年度 根拠法令等 あり
■法律・政令・省令名（健康増進法，がん対策基本法    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

□道条例，規則，要綱等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 電話
番号

予算事項名 大事項 働く世代の女性支援のためのがん検診推進事業費 中事項 働く世代の女性支援のためのがん検診推進事業費

部課名

平 成 ２７ 年 度 函 館 市 事 業 評 価 調 書

平成２７年６月作成

整理番号 26 事業名 働く世代の女性支援のためのがん検診推進事業
事業の
性質別

裁量的経費 区分



３．活　　動　　実　　績 （ＤＯ：アウトプット）　※目的を達成するためにどのように取り組み，その実績はどうか。 ４-1．成　果　等 （ＤＯ：アウトカム）　

４-2．成　果　等 （ＤＯ：アウトカム）　※事業を実施し，どのような成果が得られたのか。

５．事務事業の点検 （ＣＨＥＣＫ）

６．今後の改善策 （ＡＣＴＩＯＮ）　※今後改善する点は何か。どのように進めていくか。

参考：他の自治体の状況

比較参考値
（他の自治体の類似事業
の状況など）

別紙のとおり

評価結果から明らかに
なった課題事項など

事業の実施の必要性はあるが，市民の関心を高め受診率を向上させていくための方法を検討する必要がある。

今後の方針
（改善・

見直し内容）

基本方針 （事業について）

当面現状維持

現状維持で実施しながら，効果的な啓発方法について検討を進める。

（経費について）

国の補助制度の動向を見ながら，現状のまま実施する。

すでに実施

すでに外部委託して実施している。事業目的実現のための手段 現手段も有効だが他の手段も考えられる 実施方法の効率性 図られている（今後も更に改善可能）

成
果
・
有
効
性

成果の達成状況 達成していない 当市のＳＭＲは道内他都市と比較して高
い数値となっている。子宮がんおよび乳
がんに係る数値は依然として高い状況に
あることから，早期発見のため，受診率
の向上に努める必要がある。

執
行
方
法

外部委託の可能性

節減できている
国の制度を活用して実施している。委
託料は診療報酬点数により算定して
いる。受益者負担はなし。

市の関与の妥当性 法令・条例等の根拠により関与が妥当 将来コスト増減見込み 現在より増加する可能性

受益者負担の適正度 評価対象外

必
要
性

事業の市民ニーズ 変わらない
健康増進法に基づく事業であり，今
後も継続して実施していく必要があ
る。

コ
ス
ト・
負
担

コストの節減度

評価項目 評価内容 評価内容の説明 評価項目 評価内容 評価内容の説明

事業の成果等 別紙のとおり

成果
指標

死亡者数（標準化死亡比＝ＳＭＲ）の減少乳がん検診受診率 ％ 28 25 29

子宮頸がん検診受診率 ％ 33 31 33

　　　※事業の成果指標は何か。

活動指標名 単位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度


